
1

統計比率の分析

a3p21147 元藤ひとみ

統計比率の分析

統計比率とは…

統計2の値

統計3の値

統計1の値

統計1の値

全体の統計値

複数の統計値の関係を比例割合で示す。

統計3の値

全体の統計値

統計2の値

全体の統計値

統計比率の分析

統計比率

静的比率

動的比率

構成比率

関係比率

変化率

指数

同一時点において
異なる種類のデータを比較

異時点における同じ

種類のデータを比較

発生比率

対立比率

個別指数

総合指数

静的比率と動的比率

動態比率静態比率

ある一時点における状態を

捉えた統計のこと。

ex) 「2005年7月５日現在の 人口」 など

ある期間内における状態を

と らえた統計のこと。

ex) 2005年の１年間 に生まれた乳児数 など

構成比率

統計値A

統計値D

統計値C

統計値B

統計値A

全体の統計

統計値B

全体の統計

統計値C

全体の統計

統計値D

全体の統計

統計集団の構成状況を表すもの。

構成比率

62978404851857131372000

61682364212054843911990

55811309121873761011980

522352429417827100751970

436911668212764142371960

35626105687812172081950

3248394298443143921940

2962088366002147111930

2726164645598146721920

総数第三次産業第二次産業第一次産業

この表から、年毎の総数、年別・産業別の構成比率を求めなさい。

下図は、わが国の産業別就業者数の推移を表す資料です。

構成比率の算出（産業構造の変化）
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61360364212054843911990

55750309121873761011980

521962429417827100751970

436831668212764142371960

35588105687812172081950

3226494298443143921940
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2673464645598146721920

総数
第三次産

業
第二次産業

第一次産
業

100.0 65.1 29.8 5.1 

100.0 59.4 33.5 7.2 

100.0 55.4 33.6 10.9 

100.0 46.5 34.2 19.3 

100.0 38.2 29.2 32.6 

100.0 29.7 22.0 48.4 

100.0 29.2 26.2 44.6 

100.0 29.9 20.3 49.8 

100.0 24.2 20.9 54.9 

総数第三次産業第二次産業第一次産業
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関係比率

関係比率とは…

分子

分母

分子と分母が
異種の関係

発生比率

発生数

母集団

出生児数

妊娠可能な

年齢の女性数

出生率が
求められる！

関係比率

12607111905472000

10133118718391968

10019619356471967

9903613069741966

9827518236971965

9718217167611964

8320023375071950

出生率妊娠可能女性（千人）出生児（人）年

9.44 

18.47 

19.32 

13.20 

18.56 

17.67 

28.10 

対立比率

統計A

統計B

対立比率とは…

統計A

統計B

分子と分母が
相互に独立

土地面積

人口数

人口密度が
求められる！

＝単位面積あたりの人口＝人口一人当たりの面積

指数

同種の統計値を、時間的または場所的に比較する。

基準点を定める

基準値を仮に
100に設定。

10050
200
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基準の数値

その時期の数値

×100

特化係数

構成比率を上位集団の構成比率で割って得た係数。

特化係数（ Qi ）＝

下位集団の構成比率（ Pi ）

上位集団の構成比率（ Ni ）

特化係数

産業別就業人口

就業者構成比（％）

北海道① 東京② 長野③ 愛知④ 大阪⑤ 全国⑥
農業 6.14 0.43 11.04 2.79 0.51 4.58
林業 0.34 0.01 0.18 0.02 0.01 0.11
漁業 1.59 0.02 0.03 0.17 0.03 0.41
鉱業 0.21 0.04 0.11 0.04 0.01 0.09
建設業 12.59 7.89 10.59 8.96 9.64 10.11
製造業 9.51 15.19 24.54 28.15 20.99 19.65
電気・ガス・熱供給・水道業 0.59 0.41 0.56 0.55 0.58 0.56
運輸・通信業 7.00 6.54 4.32 6.26 7.32 6.27
卸売・小売業・飲食店 23.41 25.83 18.89 23.81 26.68 23.01
金融・保険業 2.54 3.99 2.06 2.43 2.93 2.83
不動産業 0.98 2.64 0.54 0.99 1.89 1.20
サービス業 29.61 34.25 24.29 23.45 27.02 27.74
公務 5.50 2.77 2.85 2.38 2.37 2.44
総数 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

上位集団の構成比率で下位集団の構成比率を割れば
特化係数が求められる。

特化係数
北海道① 東京② 長野③ 愛知④ 大阪⑤
（①÷⑥） （②÷⑥）（③÷⑥） （④÷⑥） （⑤÷⑥）

農業 1.34 0.09 2.41 0.61 0.11
林業 3.09 0.09 1.64 0.18 0.09
漁業 3.88 0.05 0.07 0.41 0.07
鉱業 2.33 0.44 1.22 0.44 0.11
建設業 1.25 0.78 1.05 0.89 0.95
製造業 0.48 0.77 1.25 1.43 1.07
電気・ガス・熱供給・水道業 1.05 0.73 1.00 0.98 1.04
運輸・通信業 1.12 1.04 0.69 1.00 1.17
卸売・小売業・飲食店 1.02 1.12 0.82 1.03 1.16
金融・保険業 0.90 1.41 0.73 0.86 1.04
不動産業 0.82 2.20 0.45 0.83 1.58
サービス業 1.07 1.23 0.88 0.85 0.97
公務 2.25 1.14 1.17 0.98 0.97
総数 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00


